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平成１３年度東京都交通事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の対象 交 通 局

２ 審査の手続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、交通事業（自動車運送事業、軌

道事業及び懸垂電車事業）の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するた

め、会計帳票、証拠書類の照合等通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他

の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。

３ 審査の期間 平成１４年６月３日から同年８月２３日まで

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、交通事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。

２ 事業の全体に関する事項について

審査の結果、自動車運送事業の事業運営について次のとおり意見・要望を付する。

（１）自動車運送事業の事業運営について

局は「東京都交通局後期総合実施計画－都営交通プラン’９７－（平成９年２月策定 」に基）

づき、大江戸線開業（平成１２年１２月）などに伴う乗客潮流に対応した路線再整備を実施して

。 、 「 」（ 、いる これに続き 平成１３年３月に 東京都交通局経営計画－チャレンジ２００１－ 以下

「経営計画」という ）を策定し、収支の改善及び効率的な経営の確保を目的に、乗客需要に的。

確に対応した路線の見直しなどを行うこととしている。

このような中で、平成１３年度の経営状況は、土地の売却などにより純利益を計上しているも

のの、営業損益では４８億余円の営業損失を計上し、前年度と比べて９億余円悪化しており、ま

た、路線バス（乗合自動車）事業の運輸実績は、表１のとおり、事業効率を示す運行１キロ当た

りの乗車人員が年々減少しているなど厳しい事業環境にある。

局は、今後とも乗客動向を的確に把握し、乗客需要に合わせた路線整備を進めるなど、経営計

画を着実に実施し効率的な事業運営に努められたい。
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（表１）最近５年度間における路線バス（乗合自動車）事業の運輸実績

区 分 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度

乗車人員 人 Ａ 293,084,842 282,315,524 273,045,313 260,559,696 230,885,602（ ） （ ）

運行キロ数 km Ｂ 63,284,495 62,701,389 61,033,718 58,878,493 54,183,638（ ） （ ）

乗車料収入（千円） 46,768,835 45,075,379 43,682,621 41,648,116 36,867,229

運行１キロ当たり乗車人員 4.63 4.50 4.47 4.43 4.26（ ） （ ）人／km Ａ／Ｂ

運行１キロ当たり乗車人員 － 2.8 0.7 0.9 3.8△ △ △ △対前年度増減率（％）

第３ 経営状況の概要

（１）経営成績について

ア 業務実績について

交通事業は、乗合バス、貸切バス及び特定バス（養護学校等への送迎）を運行する自動車

運送事業、都電荒川線を運行する軌道事業及び上野動物園内でモノレールを運行する懸垂電

車事業の三事業を実施している。

平成１３年度は 「東京都交通局経営計画－チャレンジ２００１－ （平成１３年３月策、 」

定、計画期間：平成１３年度～平成１５年度）に基づき、①バス輸送の機動性を活かした様

々な運行形態による新たなバスサービスの展開、②交通バリアフリーを目指したノンステッ

プバスの積極的導入、③車両の低公害化を図るための低硫黄化軽油燃料の全自動車営業所で

の使用開始、等を行っている。

平成１３年度の経営成績を見ると表２（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収

益５０６億８，７１７万余円、総費用４８８億９，６５６万余円で、差引き１７億９，０６

０万余円の純利益となっている。

（表２）経営成績表
（単位：千円)

項 目 総 収 益 総 費 用 純 損 益 前年度純損益 前年度比較
事 業 (Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

自動車運送事業 47,394,445 45,911,487 1,482,958 20,607,558 22,090,516△

軌 道 事 業 3,230,440 2,806,539 423,901 618,139 1,042,040△

懸垂電車事業 62,292 178,542 116,250 483,675 367,425△ △

交通事業合計 50,687,177 48,896,568 1,790,609 21,709,373 23,499,982△
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イ 収益について

当年度の総収益は、表３のとおり、５０６億８，７１７万余円で、前年度（５４９億３，

０８４万余円）と比較して４２億４，３６６万余円（７．７％）減少している。

営業収益は、４２６億７，８４８万余円で、前年度（４８２億１，９４０万余円）と比較

して５５億４，０９２万余円（１１．５％）減少している。これは、営業収益の大部分を占

める乗車料収入が減少したことによるものである。

営業外収益は、６６億９，４３７万余円で、前年度（６７億１，０８０万余円）と比較し

て１，６４３万余円（０．２％）減少している。これは、一般会計補助金が３億５，３７０

万余円、雑収益が３億５，９０３万余円それぞれ増加したものの、受取利息及配当金が３億

２，１７８万余円、受託工事収入が４億７３９万余円それぞれ減少したことによるものであ

る。

なお、一般会計補助金の内訳は表４のとおりである。

（表３）収益比較表
（ 、 ）単位：千円 ％

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増 (△) 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 率
項 目 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (C/B)×100
営 業 収 益 42,678,480 84.2 48,219,402 87.8 5,540,922 11.5△ △

経 乗 車 料 収 入 40,511,365 79.9 45,716,276 83.2 5,204,911 11.4△ △

運 輸 雑 収 2,167,114 4.3 2,503,125 4.6 336,011 13.4△ △

常 営 業 外 収 益 6,694,370 13.2 6,710,809 12.2 16,439 0.2△ △

受取利息及配当金 2,584,145 5.1 2,905,927 5.3 321,782 11.1△ △

収 受 託 工 事 収 入 212,095 0.4 619,491 1.1 407,396 65.8△ △

一般会計補助金 2,309,988 4.6 1,956,279 3.6 353,709 18.1

益 雑 収 益 1,588,142 3.1 1,229,111 2.2 359,031 29.2

計 49,372,851 97.4 54,930,211 100.0 5,557,360 10.1△ △

特 別 利 益 1,314,327 2.6 629 0.0 1,313,698 －

固 定 資 産 売 却 益 1,314,327 2.6 629 0.0 1,313,698 －

総 収 益 50,687,178 100 54,930,841 100 4,243,663 7.7△ △

（表４）一般会計補助金比較表
（単位：千円）

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増(△)減
項 目 (Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

旧路面電車撤去代替増加経費補助 532,000 1,245,000 713,000△
年金拠出金公的負担分補助 306,383 336,257 29,874△
共済追加費用負担金補助 1,114,617 － 1,114,617
恩給等繰出金補助 325,786 362,655 36,869△
児童手当特例給付負担金補助 31,202 12,367 18,835

合 計 2,309,988 1,956,279 353,709
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ウ 費用について

当年度の総費用は、表５のとおり、４８８億９，６５６万余円で、前年度（７６６億４，

０２１万余円）と比較して２７７億４，３６４万余円（３６．２％）減少している。

営業費用は、４７４億７，０４７万余円で、前年度（５２０億３，４００万余円）と比較

して４５億６，３５２万余円（８．８％）減少している。これは主に、人件費が２８億７，

４９３万余円減少したことによるものである。

営業外費用は、１２億９，３１７万余円で、前年度（１７億９，３４５万余円）と比較し

て５億２８万余円（２７．９％）減少している。これは、主に受託工事費が４億４８３万余

円減少したことによるものである。

特別損失は、１億３，２９１万余円で、前年度（２２８億１，２７５万余円）と比較して

２２６億７ ９８３万余円減少している これは 前年度に過年度分退職給与引当金引当 ２， 。 、 （

２１億２，５３７万余円）を特別損失で計上したことによるものである。

なお、給与費及び職員数等は表６のとおりである。

（表５）費用比較表
（ 、 ）単位：千円 ％

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増 （△） 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 率

項 目 (Ａ) (Ｂ) (C =A-B) (C/B)×100

営 業 費 用 47,470,477 97.1 52,034,006 67.9 4,563,529 8.8△ △

経 人 件 費 37,140,603 76.0 40,015,534 52.2 2,874,931 7.2△ △

物 件 費 7,012,766 14.3 8,482,738 11.1 1,469,972 17.3△ △

常 減 価 償 却 費 3,317,107 6.8 3,535,732 4.6 218,625 6.2△ △

営 業 外 費 用 1,293,175 2.6 1,793,456 2.3 500,281 27.9△ △

支払利息及企
費 業債取扱諸費 1,044,829 2.1 1,145,342 1.5 100,513 8.8△ △

受 託 工 事 費 212,095 0.4 616,928 0.8 404,833 65.6△ △

用 雑 支 出 36,251 0.1 31,185 0.0 5,066 16.2

計 48,763,653 99.7 53,827,462 70.2 5,063,809 9.4△ △

特 別 損 失 132,915 0.3 22,812,752 29.8 22,679,837 99.4△ △

固定資産売却損 47,795 0.1 209,272 0.3 161,477 77.2△ △

固定資産除却損 － － 478,102 0.6 478,102 100△ △

過年度分退職
給与引当金引当 85,120 0.2 22,125,378 28.9 22,040,258 99.6△ △

総 費 用 48,896,569 100 76,640,214 100 27,743,645 36.2△ △
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（表６）給与費明細表
（単位：千円）

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増 (△) 減

項 目 金 額 (Ａ) 金 額 (Ｂ) 金 額 (Ａ－Ｂ)

報 酬 1,446,991 1,570,439 △ 123,448

給 料 12,880,815 14,175,750 △ 1,294,935

手 当 14,722,062 16,104,916 △ 1,382,854

法 定 福 利 費 3,730,490 4,058,155 △ 327,665

計 32,780,358 35,909,261 △ 3,128,902

職 員 数 3,241人 3,508人 △ 267人

平 均 年 齢 43歳 6月 43歳 6月 －

職員１人当たり給与費 7,952千円 7,885千円 67千円

（注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。

（注）２ 職員１人当たり給与費は （給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。、

（注）３ 職員は、すべて損益勘定部門に所属している。

、 、 、以上のとおり 当年度の経営成績について述べてきたが 経営成績の内容を示す経営比率は

表７のとおりである。

（表７）経営比率

年 度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 算 式

項 目 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度

営業利益
経営資本営業利益率（％） 7.1 6.9 5.2 4.0 5.1△ △ △ △ △

経営資本

営業利益
営業収益営業利益率（％） 13.3 13.6 10.4 7.9 11.2△ △ △ △ △

営業収益

営業収益
経 営 資 本 回 転 率（回） 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

経営資本

総 費 用
総費用対総収益比率（％） 103.3 103.8 100.4 139.5 96.5

総 収 益

（注） 経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資）

エ 事業別の経営成績について

（ア）自動車運送事業

当年度の自動車運送事業の営業実績は、表８のとおりである。
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、 （ ， ） 、 ，乗合自動車事業における乗車人員数は 前年度 ２億６ ０５５万人 と比較して ２

９６７万余人（１１．４％）減少し、２億３，０８８万余人となり、１日当たりの乗客数

では、６３万余人（前年度は７１万余人）となっている。

貸切自動車事業における乗車料収入は、前年度（４億４，６６７万余円）と比較して、

８４２万余円（１．９％）減少し、４億３，８２５万余円となっている。

特定自動車事業における乗車料収入は、前年度（９億９，９０６万余円）と比較して、

４億４，０４０万余円（４４．１％）減少（送迎コースが２１コース減少）し、５億５，

８６５万余円となっている。

（表８）自動車運送事業営業実績比較表

区 平成１３年度 平成１２年度 増 （△） 減
種 別 率

分 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) C/B 100×
営 業 キ ロ（ｋｍ） 757.2 753.5 3.7 0.5

乗 系 統 数（系統） 126 120 6 5.0

合自 車 両 数（ 両 ） 1,542 1,591 49 3.1△ △

動 運転キロ数（千km） 54,183 58,878 4,695 8.0△ △

車 乗 車 人 員（千人） 230,885 260,559 29,674 11.4△ △

乗車料収入（千円） 36,867,229 41,648,116 4,780,887 11.5△ △

貸 車 両 数（ 両 ） 14 18 4 22.2△ △

切自 運転キロ数（千km） 492 512 20 3.9△ △

動 乗 車 人 員（千人） 814 788 26 3.3

車 乗車料収入（千円） 438,254 446,676 8,422 1.9△ △

特 車 両 数（ 両 ） 38 57 19 33.3△ △

定自 運転キロ数（千km） 431 650 219 33.7△ △

動 乗 車 人 員（千人） 178 299 121 40.5△ △

車 乗車料収入（千円） 558,652 999,060 440,408 44.1△ △

乗車料収入合計（千円） 37,864,137 43,093,853 5,229,716 12.1△ △

自動車運送事業の損益は、表９のとおり、総収益４７３億９，４４４万余円、総費用４

５９億１，１４８万余円で、１４億８，２９５万余円の純利益となっている。

営業収益の大部分を占める乗車料収入は３７８億６，４１３万余円となり、前年度（４

３０億９，３８５万余円）と比較して５２億２，９７１万余円（１２．１％）減少してい

る。

一方、営業費用は４４７億８，３４２万余円で、前年度（４９３億９，４１６万余円）

と比較して４６億１，０７３万余円（０．３％）減少している。これは主に、人件費が２

９億６，９８０万余円減少したことによるものである。

また、特別利益は、前年度（６２万余円）と比較して１３億１，３６９万余円増加して

。 、 ， 。いる これは 固定資産売却益が１３億１ ３６９万余円増加したことによるものである
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一方、特別損失は、前年度（２１２億１，４１０万余円）と比較して２１１億６，６３

１万余円減少し、４，７７９万余円となっている。これは、主に前年度において過年度分

退職給与引当金引当２１０億４８３万余円を計上したことによるものである。

なお、乗車人員の推移は、表１０のとおりで減少傾向にある。

（表９）自動車運送事業損益比較表
（ 、 ）単位：千円 ％

平成１３年度 平成１２年度 増 (△) 減

年 度 金 額 金 額 金 額 率

項 目 構成比 構成比 (Ｃ/Ｂ

(Ａ) (Ｂ) Ｃ＝Ａ－Ｂ ×100)（ ）

経 営 業 収 益 39,954,318 84.3 45,498,065 88.9 5,543,747 12.2△ △

乗 車 料 収 入 (a) 37,864,137 79.9 43,093,853 84.2 5,229,716 12.1△ △

常 運 輸 雑 収 2,090,181 4.4 2,404,211 4.7 314,030 13.1△ △

営 業 外 収 益 6,125,799 12.9 5,678,233 11.1 447,566 7.9

収 受取利息及配当金 2,582,931 5.4 2,900,020 5.7 317,089 10.9△ △

一般会計補助金 1,982,716 4.2 1,580,633 3.1 402,083 25.4

益 雑 収 益 1,560,151 3.3 1,197,579 2.3 362,572 30.3

計 (b) 46,080,118 97.2 51,176,298 100.0 5,096,180 10.0△ △

特 別 利 益 1,314,327 2.8 629 0.0 1,313,698 －

固 定 資 産 売 却 益 1,314,327 2.8 629 0.0 1,313,698 －

総 収 益 (c) 47,394,445 100 51,176,927 100 3,782,482 7.4△ △

経 営 業 費 用 44,783,423 97.5 49,394,162 68.8 4,610,739 9.3△ △

人 件 費 (d) 35,293,363 76.9 38,263,168 53.3 2,969,805 7.8△ △

常 物 件 費 6,475,191 14.1 7,904,469 11.0 1,429,278 18.1△ △

減 価 償 却 費 3,014,869 6.6 3,226,523 4.5 211,654 6.6△ △

費 営 業 外 費 用 1,080,268 2.4 1,176,215 1.6 95,947 8.2△ △

1,044,829 2.3 1,145,310 1.6 100,481 8.8支払利息及企業債取扱諸費 △ △

用 雑 支 出 35,439 0.1 30,905 0.0 4,534 14.7

計 (e) 45,863,692 99.9 50,570,378 70.4 4,706,686 9.3△ △

特 別 損 失 47,795 0.1 21,214,107 29.6 21,166,312 99.8△ △

固定資産売却損 47,795 0.1 209,272 0.3 161,477 77.2△ △

0 21,004,835 29.3 21,004,835 －過年度分退職給与引当金引当 △

総 費 用 (f) 45,911,487 100 71,784,486 100 25,872,999 36.0△ △
経 常 損 益 (b－e) 216,425 － 605,920 － 389,495 －△
純 損 益 (c－f) 1,482,957 － 20,607,559 － 22,090,516 －△

総 費 用 対 (f/c) ％ ％ ポイント
総 収 益 比 率 ×100 ９６．９ １４０．３ △４３．４
人 件 費 対 (d/a)
乗車料収入比率 ×100 ９３．２ ８８．８ ４．４
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（表１０）乗合自動車の乗車人員の推移
（単位：千人）

区 分 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度

乗車人員 293,048 282,315 273,045 260,559 230,885

(イ) 軌道事業

当年度の軌道事業の営業実績は、表１１のとおりである。

乗車人員は、前年度（２，０８９万余人）と比較して２０万余人（１．０％）減少し、

２，０６８万余人となっている。

軌道事業の損益は、表１２のとおり、総収益３２億３，０４４万余円、総費用２８億６

５３万余円で、差引き４億２，３９０万余円の純利益となっている。

営業収益の大部分を占める乗車料収入は、前年度（２６億２，２４２万余円）と比較し

て３，６６９万余円（１．４％）減少し、２５億８，５７２万余円となっている。

、 、 （ ， ） ， （ ．一方 営業費用は 前年度 ２６億３ ４２６万余円 と比較して４ ０６２万余円 １

５％）減少し、２５億９，３６３万余円となっている。

また、特別損失は、前年度（１１億２，０５４万余円）と比較して、１１億２，０５４

万余円減少している。これは前年度において、過年度分退職給与引当金引当１１億２，０

５４万余円を計上したことによるものである。

（表１１）軌道事業営業実績比較表

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増 (△) 減
率

項 目 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ=A-B) C/B 100×

車 両 数 (両) 41 41 0 0 ％

運転キロ数 (千Km) 1,749 1,759 △10 △ 0.6

乗 車 人 員 (千人) 20,686 20,894 △208 △ 1.0

乗車料収入 (千円) 2,585,724 2,622,423 △36,699 △ 1.4
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（表１２）軌道事業損益比較表
（ 、 ）単位：千円 ％

平成１３年度 平成１２年度 増 (△) 減
年 度 金 額 金 額 金 額 率

項 目 構成比 構成比 (C/B
(Ａ) (Ｂ) (C＝A-B) 100)×

営 業 収 益 2,662,041 82.4 2,721,327 80.4 59,286 2.2△ △

乗 車 料 収 入(ａ) 2,585,724 80.0 2,622,423 77.5 36,699 1.4△ △

経 運 輸 雑 収 76,316 2.4 98,903 2.9 22,587 22.8△ △

常 営 業 外 収 益 568,399 17.6 661,431 19.6 93,032 14.1△ △

収 受取利息及配当金 1,213 0.0 5,907 0.2 4,694 79.5△ △

益 受託工事収入 212,095 6.6 248,345 7.3 36,250 14.6△ △

一般会計補助金 327,272 10.1 375,646 11.1 48,374 12.9△ △

雑 収 益 27,818 0.9 31,531 0.9 3,713 11.8△ △

計 (ｂ) 3,230,440 100 3,382,758 100 152,318 4.5△ △

特 別 利 益 ― ― ― ― － －

固定資産売却益 ― ― ― ― － －

総 収 益 (ｃ) 3,230,440 100 3,382,758 100 152,318 4.5△ △

営 業 費 用 2,593,633 92.4 2,634,260 65.8 40,627 1.5△ △

人 件 費(ｄ) 1,767,393 63.0 1,752,365 43.8 15,028 0.9

経 物 件 費 524,002 18.7 572,685 14.3 48,683 8.5△ △

常 減 価 償 却 費 302,237 10.8 309,209 7.7 6,972 2.3△ △

費 営 業 外 費 用 212,905 7.6 246,095 6.2 33,190 13.5△ △

用 支払利息及企業債取 0 31 0.0 31 100.0△ △

扱諸費

受 託 工 事 費 212,095 7.6 245,783 6.1 33,688 13.7△ △

雑 支 出 810 0.0 280 0.0 530 189.3

計 (ｅ) 2,806,539 100 2,880,355 72.0 73,816 2.6△ △

特 別 損 失 0 1,120,542 28.0 1,120,542 100△ △

固定資産売却損 － － － － － －

過年度分退職給与引 － － 1,120,542 28.0 1,120,542 100△ △

当金引当

総 費 用 (ｆ) 2,806,539 100 4,000,897 100 1,194,358 29.9△ △

経 常 損 益(ｂ－ｅ) 423,901 － 502,402 － 78,501 15.6△ △

純 損 益(ｃ－ｆ) 423,901 － 618,139 － 1,042,040 168.6△

総 費 用 対(f/c) ％ ％ ポイント

総 収 益 比 率 100 ８６．９ １１８．３ △３１．４×

人 件 費 対(d/a)

乗車料収入比率 100 ６８．４ ６６．８ １．６×

（ウ）懸垂電車事業

当年度の懸垂電車事業の営業実績は、表１３のとおりである。

懸垂電車事業は耐震補強工事及び車両更新のため、平成１２年度は営業を休止していた

が、平成１３年５月３１日に営業を再開した。
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損益は表１４のとおり、総収益６，２２９万余円及び総費用１億７，８５４万余円で、

差引き１億１，６２４万余円の純損失となっている。

（表１３）懸垂電車事業営業実績

年 度
平成１３年度

項 目

車 両 数 列車 1（ ）

運転キロ数 (Km) 5,059

乗 車 人 員 (千人) 518

乗車料収入 (千円) 61,503

（表１４）懸垂電車事業損益比較表
（単位：千円、％）

年 度 平成１３年度 平成１２年度 増(△)減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 率

項 目 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ=A-B) (C/B 100)×

総 収 益 62,292 100 371,155 100 308,863 83.2△ △

営業収益 62,120 99.7 9 0.0 62,111 －

営業外収益 172 0.3 371,145 100.0 370,973 100.0△ △

総 費 用 178,542 100 854,830 100 676,288 79.1△ △

営業費用 93,420 52.3 5,583 0.7 87,837 －

営業外費用 1 0.0 371,145 43.4 371,144 100.0△ △

特 別 損 失 85,120 47.7 478,102 55.9 392,982 82.2△ △

純 損 益 116,249 － 483,675 － 367,426 －△ △

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本的収支については、表１５のとおりである。

， 、 （ ， ）当年度における資本的収入は３５億７ ４１３万余円で 前年度 １億８ ７００万余円

と比較して３３億８，７１３万余円増加している。これは主に企業債を発行したことによる

ものである。

資本的支出については７５億９，９５８万余円で、前年度（４２億４，２０１万余円）と

比較して３３億５，７５７万余円（７９．２％）増加している。これは主に建設改良費が２

６億７，５０７万余円増加したことによるものである。

この結果、平成１３年度の資本的収支は４０億２，５４５万余円の不足となっている。



- 11 -

（表１５）資本的収支比較表
（単位：千円、％）
増 (△) 減

平成１３年度 平成１２年度
区 分 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (C＝A－B) (C/B×100)

資収 企 業 債 2,995,632 － 2,995,632 －

国 庫 補 助 金 － 16,500 16,500 100△ △

本 一般会計補助金 474,386 30,648 443,738 －

財 産 収 入 92,404 52,778 39,626 75.1

的入 雑 収 入 11,712 87,077 75,365 86.5△ △

計 3,574,134 187,004 3,387,130 －

資支 建 設 改 良 費 4,598,218 1,923,145 2,675,073 139.1

本 企 業 債 償 還 金 3,001,369 2,318,869 682,500 29.4

的出 計 7,599,588 4,242,015 3,357,573 79.2

資本的収支 4,025,453 4,055,010 29,556 0.7△ △

イ 資産及び負債・資本

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産合計は２，０１５億８，３７５万余円で、前年度（２，０２１億６０８万余円）と比

較して５億２，２３３万余円（０．３％）減少している。

これは、固定資産が８億３，８２１万余円増加したものの、流動資産が１３億６，０５４

万余円減少したことによるものである。

固定資産の増加は主に、有形固定資産が８億３，５８６万余円増加したことによるもので

ある。

流動資産の減少は、主に預金が９４億９２４万余円増加したものの、高速電車事業会計へ

の短期貸付金である他会計貸付金が１１６億円減少したことによるものである。

負債合計は３３１億４，５０３万余円で、前年度（３５９億８，３８２万余円）に比較し

て２８億３，８７８万余円（７．９％）減少している。これは、流動負債が１２億７９２万

余円、固定負債が１６億３，０８６万余円それぞれ減少したことによるものである。

固定負債の減少は主に、職員の退職に伴い退職給与引当金を取り崩したことにより、退職

給与引当金が１９億９，２８３万余円減少したことによるものである。流動負債の減少は主

に、未払消費税及び地方消費税が７億１，０２８万余円減少したことによるものである。

資本合計は１,６８４億３，８７１万余円で、前年度（１,６６１億２，２２６万余円）と

比較して２３億１，６４５万余円（１．４％）増加している。

これは、剰余金が２３億１，７８２万余円増加したことによるものである。

、 、 、なお 平成１３年度末における有利子負債及び支払利息の状況は 表１６のとおりであり
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企業債は１３６万余円減少し、残高２９６億６，３５５万余円となっている。また、支払利

息及企業債取扱諸費は１億５１万余円減少し、１０億４，４８２万余円となっている。

（表１６）有利子負債及び支払利息の状況
（単位：千円）

年 度 平成13年度末 平成13年度 平成12年度末 増 ( △ ) 減

項 目 残 高(Ａ) 増 加 減 少 残 高(Ｂ) (Ａ－Ｂ)

企 業 債 29,663,559 3,000,000 3,001,369 29,664,929 1,369△

年 度 増 ( △ ) 減
平成13年度(Ｃ) 平成12年度(Ｄ)

項 目 (Ｃ－Ｄ)

支 払 利 息 及
1,044,829 1,145,342 100,513△

企業債取扱諸費

以上の財政状態を財務比率で見ると、表１７のとおりである。

（表１７）財務比率
（単位：％）

年 度 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
算 式

項 目 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度

流動資産
流 動 比 率 499.0 573.8 513.9 534.0 594.8

流動負債

自己資本
自己資本構成比率 73.0 74.6 76.0 67.5 68.8

総 資 本

固定資産
固定長期適合率 77.4 76.4 78.0 78.4 78.6

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金

（注）２ 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債（他会計よりの長期借入金、特例債等のみ）

ウ 資金収支について

資金収支の状況は表１８のとおりである。

資本的収入の総額は３５億７，４１３万余円であり、これに対して資本的支出の総額は７

５億９，９５８万余円である。

この資本的収支に前年度繰越工事資金１億１，３００万円を加えた資本的収支資金不足額

は３９億１，２４５万余円となっている。

また、収益的収支は、減価償却費等の損益勘定留保資金等の合計３５億５９４万余円が資

金剰余となり、資本的収支と収益的収支を合わせた資金収支において、４億６５１万余円の
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資金不足となっている。

なお、累積資金剰余額は、表１９のとおり４１４億７１９万余円となっている。

（表１８）資金収支表

（単位：千円）

支 出 収 入

資 本 的 支 出 Ａ 7,599,588 資 本 的 収 入 （Ｂ） 3,574,134（ ）

前年度繰越工事資金 （Ｄ） 107,619

計 Ｅ 7,599,588 計 （Ｆ＝Ｂ＋Ｄ） 3,681,753（ ）

資本的収支資金不足額

（Ｇ＝Ｅ－Ｆ） 3,917,835

（補てん財源内訳）

当年度純利益 1,790,609

損益勘定留保資金 1,503,768

・減価償却費 3,317,107

・固定資産除却損 125,894

・その他 退職手当引当金他 △ 1,939,232（ ）

消費税等資本的収支調整額 211,564

計 （Ｈ） 3,505,942

収益的収支資金剰余額

（Ｉ＝Ｈ） 3,505,942

当年度資金不足額

（Ｊ＝Ｇ－Ｉ） 411,893

合 計 （Ｅ） 7,599,588 合 計 （Ｆ＋Ｈ＋Ｊ） 7,599,588

（表１９）累積資金推移表
（単位：千円）

年 度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度
項 目

流動資産 (Ａ) 56,247,756 57,052,636 53,909,858 51,136,629 49,776,086

流動負債 (Ｂ) 11,272,483 9,942,612 10,490,511 9,576,811 8,368,891

繰越工事資金 (Ｃ) ― 822,046 798,095 107,619 ―

累積資金剰余( )不足額△ 44,975,273 46,287,977 42,621,251 41,452,198 41,407,195
(A-B-C)
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（３）建設改良事業について

、 。自動車運送事業及び軌道事業における建設改良事業の執行状況は 表２０のとおりである

（表２０）建設改良事業執行状況
（単位：千円）

執 行 率 翌年度への 不 用 額
項 目 予算額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

事 業 (B/A×100) 繰越額 C （A-B-C）（ ）

自動車運送事業 5,557,000 4,329,709 77.9％ 0 1,227,290

軌 道 事 業 399,000 268,509 67.3 0 130,490

ア 自動車運送事業

当年度は、予算額５５億５，７００万円に対し、決算額４３億２，９７０万余円で、執行

率７７．９％となっている。執行の主な内容は、車両購入費等（３６億８，１４６万余円）

である。

イ 軌道事業

当年度は、予算額３億９，９００万円に対し、決算額２億６，８５０万余円で、執行率６

７．３％となっている。

執行の主な内容は、車体更新修繕、電動圧縮機その他更新（１億３，３１３万余円）及び

レール交換その他工事（６，０３０万余円）である。



（別表　１）交 通 事 業 会 計 比 較 損 益 計 算 書
（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度

(A－B)/B

（Ａ） （Β） ×100

１ 営　業　収　益 42,678,480,302 48,219,402,190　△ 5,540,921,888　△ 11.5

運 輸 収 益 40,511,365,822 45,716,276,958　△ 5,204,911,136　△ 11.4

運 輸 雑 収 2,167,114,480 2,503,125,232　△ 336,010,752　△ 13.4

２ 営　業　費　用 47,470,477,893 52,034,006,145　△ 4,563,528,252　△ 8.8

線 路 保 存 費 255,214,340 264,006,648　△ 8,792,308　△ 3.3

電 路 保 存 費 214,867,908 291,979,324　△ 77,111,416　△ 26.4

諸構築物保存費 232,564,629 431,374,479　△ 198,809,850　△ 46.1

車 両 保 存 費 4,787,127,250 4,923,103,125　△ 135,975,875　△ 2.8

運   転   費 35,468,386,883 38,430,522,455　△ 2,962,135,572　△ 7.7

運 輸 管 理 費 2,027,847,845 2,197,207,843　△ 169,359,998　△ 7.7

研 修 所 費 79,829,062 125,108,490　△ 45,279,428　△ 36.2

一 般 管 理 費 1,087,532,954 1,834,970,802　△ 747,437,848　△ 40.7

減 価 償 却 費 3,317,107,022 3,535,732,979　△ 218,625,957　△ 6.2

３ 営 業 損 益（1-2） △ 4,791,997,591 △ 3,814,603,955　△ 977,393,636 25.6

４ 営  業  外  収  益　 6,694,370,826 6,710,809,221　△ 16,438,395　△ 0.2

受取利息及配当金 2,584,145,166 2,905,927,826　△ 321,782,660　△ 11.1

受託工事収入 212,095,118 619,491,136　△ 407,396,018　△ 65.8

一般会計補助金 2,309,988,000 1,956,279,000 353,709,000 18.1

雑   収   益 1,588,142,542 1,229,111,259 359,031,283 29.2

５ 営  業  外  費  用 1,293,175,883 1,793,456,096　△ 500,280,213　△ 27.9

支払利息及企業債取扱諸費 1,044,829,547 1,145,342,349　△ 100,512,802　△ 8.8

受 託 工 事 費 212,095,118 616,928,439　△ 404,833,321　△ 65.6

雑   支   出 36,251,218 31,185,308 5,065,910 16.2

６ 経 常 損 益（3+4-5） 609,197,352 1,102,749,170　△ 493,551,818　△ 44.8

７ 特  別  利  益 1,314,327,211 629,818 1,313,697,393

固定資産売却益 1,314,327,211 629,818 1,313,697,393

８ 特  別  損  失 132,915,490 22,812,752,304　△ 22,679,836,814　△ 99.4

固定資産売却損 47,795,425 209,272,004　△ 161,476,579　△ 77.2

固定資産除却損 0 478,102,140　△ 478,102,140　△ 100

過年度退職給与引当金引当 85,120,065 22,125,378,160　△ 22,040,258,095　△ 99.6

９ 純  損  益（6+7-8） 1,790,609,073 △ 21,709,373,316 23,499,982,389　△ 108.2

10 前年度繰越欠損金 9,472,131,830 5,484,441,156 3,987,690,674 72.7

11 当年度未処理欠損金 7,681,522,757 27,193,814,472　△ 19,512,291,715　△ 71.8

増 （△） 減

－

－

金  　　額

（Ａ－Ｂ）

     科　　　　目 金  　　額 金  　　額
率
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（別表　２）交 通 事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

（資産の部） （単位：円、％）

(A－B)/B

×100

１　固  定  資  産 151,807,670,662 75.3 150,969,458,778 74.7 838,211,884 0.6

有 形 固 定 資 産 44,429,317,495 22.0 43,593,454,612 21.6 835,862,883 1.9

１　自動車運送事業 38,438,904,281 19.1 37,447,760,903 18.5 991,143,378 2.6

有 形 固 定 資 産 76,366,385,994 37.9 76,704,603,506 38.0　△ 338,217,512　△ 0.4

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,927,481,713　△ 18.8　△ 39,256,842,603　△ 19.4 1,329,360,890　△ 3.4

２　軌 道 事 業 3,056,885,791 1.5 3,113,049,395 1.5　△ 56,163,604　△ 1.8

有 形 固 定 資 産 9,992,236,464 5.0 9,830,801,939 4.9 161,434,525 1.6

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,935,350,673　△ 3.4　△ 6,717,752,544　△ 3.3　△ 217,598,129 3.2

３　懸 垂 電 車 事 業 67,500 0.0 67,500 0.0 0 0　

有 形 固 定 資 産 1,350,000 0.0 1,350,000 0.0 0 0　

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,282,500　△ 0.0　△ 1,282,500　△ 0.0 0 0　

４　関      連 2,933,459,923 1.5 3,032,576,814 1.5　△ 99,116,891　△ 3.3

有 形 固 定 資 産 4,958,319,527 2.5 4,950,629,150 2.4 7,690,377 0.2

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,024,859,604　△ 1.0　△ 1,918,052,336　△ 0.9　△ 106,807,268 5.6

無 形 固 定 資 産 2,910,573 0.0 4,136,972 0.0　△ 1,226,399　△ 29.6

自 動 車 運 送 事 業 2,684,074 0.0 3,910,473 0.0　△ 1,226,399　△ 31.4

軌　 道　 事　 業 70,900 0.0 70,900 0.0 0 0　

関    　      連 155,599 0.0 155,599 0.0 0 0　

建 設 仮 勘 定 3,569,400 0.0 0 0　 3,569,400

自動車運送事業建設仮勘定 2,600,000 0.0 0 0　 2,600,000

関連建設仮勘定分担額 969,400 0.0 0 0　 969,400

投          資 107,371,873,194 53.3 107,371,867,194 53.1 6,000 0.0

株          式 17,364,889,075 8.6 17,364,889,075 8.6 0 0　

他 会 計 貸 付 金　　 90,000,000,000 44.6 90,000,000,000 44.5 0 0　

そ の 他 投 資 6,984,119 0.0 6,978,119 0.0 6,000 0.1

２ 流  動  資  産 49,776,086,853 24.7 51,136,629,228 25.3　△ 1,360,542,375　△ 2.7

現          金 12,738,300 0.0 13,106,900 0.0　△ 368,600　△ 2.8

預          金 43,056,826,149 21.4 33,647,577,054 16.6 9,409,249,095 28.0

他会計短期貸付金 0 0　 11,600,000,000 5.7　△ 11,600,000,000　△ 100

貯    蔵    品 395,080,989 0.2 423,786,228 0.2　△ 28,705,239　△ 6.8

営 業 未 収 金 2,700,360,553 1.3 3,560,779,941 1.8　△ 860,419,388　△ 24.2

営 業 外 未 収 金 1,700,523,522 0.8 1,766,741,312 0.9　△ 66,217,790　△ 3.7

そ の 他 未 収 金 1,905,649,702 0.9 112,308,826 0.1 1,793,340,876

前  払  費  用 4,907,638 0.0 12,328,967 0.0　△ 7,421,329　△ 60.2

前    払    金 0 0　 0 0.0 0

資　産　合　計 201,583,757,515 100　 202,106,088,006 100　　△ 522,330,491　△ 0.3

　増　（△）　減平　成　１２　年　度平　成　１３　年　度

－

－

率

－

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ）

－

－

金　　額
構成比 構成比

科　　　　　　　目 金　　額 金　　額
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（負債及び資本の部） （単位：円、％）

構成比 構成比 (A－B)/B

×100

１　固  定  負　債 24,776,147,126 12.3 26,407,015,661 13.1　△ 1,630,868,535　△ 6.2

退職給与引当金 23,979,275,026 11.9 25,972,110,581 12.9　△ 1,992,835,555　△ 7.7

その他固定負債 796,872,100 0.4 434,905,080 0.2 361,967,020 83.2

２ 流  動  負　債 8,368,891,349 4.2 9,576,811,752 4.7　△ 1,207,920,403　△ 12.6

営 業 未 払 金 6,494,628,050 3.2 6,447,028,666 3.2 47,599,384 0.7

営 業 外 未 払 金 160,532,590 0.1 443,310,000 0.2　△ 282,777,410　△ 63.8

そ の 他 未 払 金 966,480,920 0.5 1,339,439,211 0.7　△ 372,958,291　△ 27.8

未払消費税及び地方消費税 65,232,600 0.0 775,514,500 0.4　△ 710,281,900　△ 91.6

前    受    金 328,175,719 0.2 215,771,338 0.1 112,404,381 52.1

預    り    金 353,841,470 0.2 355,748,037 0.2　△ 1,906,567　△ 0.5

負   債   合   計 33,145,038,475 16.4 35,983,827,413 17.8　△ 2,838,788,938　△ 7.9

３　資  本  金 63,331,564,638 31.4 63,332,934,458 31.3　△ 1,369,820　△ 0.0

自 己 資 本 金 33,668,005,081 16.7 33,668,005,081 16.7 0 0　

一般会計出資金 200,000,000 0.1 200,000,000 0.1 0 0　

再評価積立金組入額 1,260,535,300 0.6 1,260,535,300 0.6 0 0　

減債積立金組入額 30,900,000,000 15.3 30,900,000,000 15.3 0 0　

その他剰余金組入額 1,307,469,781 0.6 1,307,469,781 0.6 0 0　

借 入 資 本 金 29,663,559,557 14.7 29,664,929,377 14.7　△ 1,369,820　△ 0.0

企    業    債 29,663,559,557 14.7 29,664,929,377 14.7　△ 1,369,820　△ 0.0

４　剰  余  金 105,107,154,402 52.1 102,789,326,135 50.9 2,317,828,267 2.3

資 本 剰 余 金 15,788,677,159 7.8 32,983,140,607 16.3　△ 17,194,463,448　△ 52.1

事業施設受贈財産評価額 3,978,048,583 2.0 4,089,591,512 2.0　△ 111,542,929　△ 2.7

事業施設建設受入寄付金 0 0 31,746,377 0.0　△ 31,746,377　△ 100

国 庫 補 助 金 505,126,323 0.3 505,126,323 0.2 0 0　

一 般 会 計 補 助 金 4,928,289,020 2.4 4,453,903,020 2.2 474,386,000 10.7

諸 権 利 金 収 入 0 0 17,259,853,265 8.5　△ 17,259,853,265　△ 100

特定自動車車両購入費負担金 699,385,876 0.3 976,247,296 0.5　△ 276,861,420　△ 28.4

工 事 負 担 金 116,918,444 0.1 116,918,444 0.1 0 0　

その他資本剰余金 5,560,908,913 2.8 5,549,754,370 2.7 11,154,543 0.2

利 益 剰 余 金 89,318,477,243 44.3 69,806,185,528 34.5 19,512,291,715 28.0

都営交通事業経営改善積立金 90,000,000,000 44.6 90,000,000,000 44.5 0 0　

建設改良積立金 7,000,000,000 3.5 7,000,000,000 3.5 0 0　

当年度未処理欠損金 △ 7,681,522,757　△ 3.8　△ 27,193,814,472　△ 13.5 19,512,291,715　△ 71.8

前年度繰越欠損金 △ 9,472,131,830　△ 4.7　△ 5,484,441,156　△ 2.7　△ 3,987,690,674 72.7

当年度純損(△)益 1,790,609,073 0.9　△ 21,709,373,316　△ 10.7 23,499,982,389　△ 108.2

資   本   合   計 168,438,719,040 83.6 166,122,260,593 82.2 2,316,458,447 1.4

負  債  資  本  合  計 201,583,757,515 202,106,088,006 　△ 522,330,491　△ 0.3

平　成　１３　年　度 平　成　１２　年　度 　増　（△）　減

率
金　　額 金　　額 金　　額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

100 100

科　　　　　　　目

- 17 -


	平成１３年度東京都交通事業会計決算審査意見書
	第１  審査の概要
	第２　審査の結果
	第３　経営状況の概要
	（１）　経営成績について
	（２）　財政状態について
	（３）　建設改良事業について

	（別表１）比較損益計算書
	（別表２）比較貸借対照表


